
 

 

四街道市最低制限価格制度実施要領 

 

（趣 旨） 

第１条 この要領は、四街道市が発注する工事の請負に係る入札において、最低制限価格

を設定する場合に関し、四街道市財務規則（昭和４０年規則第１号）第１０２条第１項

の規定に基づき、必要な事項を定めるものとする。 

 

（適用対象工事） 

第２条 工事の請負（設計金額１億５千万円以上のものを除く。）に係る入札（地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価

一般競争入札を除く。）においては、最低制限価格を設定するものとする。 

 

（最低制限価格の算出方法） 

第３条 最低制限価格は、予定価格算出の基礎となった次の各号に掲げる額（１円未満切

り捨て）の合計額（ただし、その額が入札書比較価格（予定価格に１１０分の１００を

乗じて得た額）に１００分の９２を乗じて得た額を超える場合にあっては１００分の９

２を乗じて得た額とし、合計額が入札書比較価格に１００分の７５を乗じて得た額に満

たない場合にあっては１００分の７５を乗じて得た額とする。）から千円未満を切り捨

てた額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

（１） 直接工事費に１００分の９７を乗じて得た額 

（２） 共通仮設費に１００分の９０を乗じて得た額 

（３） 現場管理費に１００分の９０を乗じて得た額 

（４） 一般管理費等に１００分の６８を乗じて得た額 

 

（入札者への周知） 

第４条 経営企画部契約課長は、次の各号に掲げる事項について入札者への周知を図るも

のとする。 

（１） 最低制限価格の設定があること。 

（２） 最低制限価格を下回った入札を行った場合は失格とすること。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和６年１月１日から施行する。 

（適用） 

２ この要領は、施行の日以後に入札の公告をし、又は指名業者に通知する対象工事に適用

する。 
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